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「理論モデル」・「政策分析」・「政策科学者」 

～政策分析における倫理～ 1 

 

奥島  真一郎  

筑波大学システム情報系社会工学域 

E-mail: okushima＠ sk.tsukuba.ac.jp 

 

気候変動政策や貿易自由化の議論において典型的にみられるように、政策分析の重要性

は近年日増しに高まっている。本稿では、このような政策分析を行う際の「倫理」につ

いて、科学哲学や経済学方法論の観点から、考察した。具体的には、政策分析の役割、

理論モデルの特質、政策分析と価値観との関係、等の話題について考察した後、以下の

ような「倫理」（格言）を導いた。第一に、理論モデルについては、実体化、固執するこ

となく、可謬主義をとるべきである（「プロクルステスの寝台」の回避）。第二に、得ら

れる含意がほとんど変わらないのであれば、できるだけ簡潔なモデルを構築、使用すべ

きである（「オッカムの剃刀」の原理）。第三に、政策分析を行うにあたっては自らの価

値観の混入を自覚し、分析結果に対しては責任をもつべきである（「責任倫理」）。  

 

１． はじめに  

近年、様々な分野において、いわゆる「政策分析」の重要性は日増しに高まって

いる。一般的に、政策分析は様々な政策目標と手段との関係を定性的、定量的に示

したり、ある個人、団体、国家などが自らの主張の妥当性を他者に対して論理的か

つ説得的に示すために用いられている。例えば、気候変動政策や貿易自由化等の議

論においても、国際交渉や国内政策決定を行う際、シミュレーションモデル等を用

いた政策分析が必要不可欠なものになりつつある 2 。その一方で、非現実的な理論

                                                   
1  本稿は、筆者の博士論文『環境政策の一般均衡分析』における付録 (appendix）部分を加筆、修正した

ものである。本稿の執筆、改訂にあたっては、多くの方々から、貴重なコメントを頂いた。記してお礼

を申し上げたい。とりわけ、本稿を改稿するきっかけを与えて下さった一橋大学経済研究所の吉原直毅

教授に感謝申し上げたい。なお、本研究は、 JSPS 科研費若手研究 (B)23710052 の助成を受けた。  
2  例えば、気候変動に関する国際交渉においては、自然科学、社会科学問わず、様々な（大規模）シミュ

レーションモデルによる分析結果が多数用いられている（ IPCC の各次評価報告書等を参照）。また、環

境経済学分野では、スターンレビュー (Stern,  2007)の分析結果に関する Stern らと Nordhaus らの論争

も著名である (Nordhaus,  2007a,  2007b,  2008;  Stern,  2008 等を参照 )。国内に目を向けると、気候変動

政策における鳩山政権下の温室効果ガス 25％削減目標に関する議論（例えば、環境省「地球温暖化対策

に係る中長期ロードマップの提案～環境大臣小沢鋭仁試案～」（ 2010 年 3 月 31 日）、タスクフォースメ

ンバー有志「環境省『中長期ロードマップ検討会』の分析について」（ 2010 年 4 月 28 日）等を参照）、

エネルギー政策における原発比率目標に関する議論（エネルギー・環境会議「エネルギー・環境に関す

る選択肢」（ 2012 年 6 月 29 日）、同「革新的エネルギー・環境戦略」（ 2012 年 9 月 14 日）等を参照）、

貿易自由化における環太平洋経済連携協定（ TPP）参加の経済効果に関する議論（内閣官房「 EPA に関

する各種試算」（ 2010 年 10 月 27 日）、同「関税撤廃した場合の経済効果についての政府統一試算」（ 2013
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モデルから得た結果を実際の政策に利用することに何の意味があるのか、単なる説

得術ではないのかという批判も強い。政策分析を行う者、ここでいう政策科学者は、

科学と政治の狭間において、イカルス（Schumpeter, 1908）のように単に無謀なこ

とを行おうとしているにすぎないのであろうか 3。  

本稿では、このような「政策分析」、広くは「政策科学」、加えて「政策分析」を

行う「政策科学者」の在り方について、主に経済学方法論、科学哲学の観点から考

察してみたい 4 , 5 。実際、多くの政策科学者（特に、経済分野の実証分析を行って

いる経済学者、工学者、民間エコノミスト）は、世間や顧客のニーズに合わせて、

以下のような規範的話題に無自覚な形で、自らの分析を行っていることが少なくな

い。ここで、「政策科学」に対して、少し距離をおいた形で批判的な観点から問い直

してみることは、決して無駄ではないと考えられる。  

以下、第二章において、政策分析とはいかなるものか、また政策分析の果たしう

る役割について、考察する。第三章においては、政策分析に用いられる理論モデル

の特質について論じる。第四章においては、政策分析と価値観の関係、また政策科

学者の「倫理」について考察する。そして最後に結論として、或る政策科学者の考

える、政策分析における「倫理」、格言（Maxim）を提案してみたい。  

 

2． 「政策分析」の役割  

そもそも、「政策分析」や「政策科学」、すなわち政策についての科学的な分析と

はいかなるものであろうか。例えば、政策科学を唱道した Lasswell は、「政策科学」

を、①「社会における政策作成過程を解明」し、②「政策問題についての合理的判

断の作成に必要な資料を提供する」、科学であると定義した（宮川 , 2002, p.51）。後

者が、本稿でいう「政策分析」の役割であると考えられる。本章では、具体的に、

政策分析の役割について、筆者の専門である環境政策を例に挙げて考察してみたい。 

                                                                                                                                                               
年 3 月 15 日）、TPP 参加交渉からの即時脱退を求める大学教員の会による試算（十勝毎日新聞 2013 年 5
月 22 日）等を参照）など、政策分析を用いた議論、論争は枚挙に遑がない。  
3  イカルス (Icarus)は、ギリシア神話に登場する人物であり、鳥の羽を蝋で固めて作った人工の翼により

空を飛ぶのに成功したが、父の警告を忘れて高く飛びすぎたために、太陽の熱で蝋が溶け、墜落死した。

本稿の結論から言えば、イカルス（政策科学者）は、蝋で固めて作った人工の翼（理論モデル）の限界

をわきまえる必要があり、加えてより高く飛びたいという自らの価値理念を認識する必要があるという

ことになる。  
4  本来、「政策分析」や「政策科学者」は、自然科学、社会科学を問わず、多くの分野に関わるものであ

るが、本稿では、主に、筆者の専門である経済分野の（比較的大規模な）実証分析、シミュレーション

分析と、それを行う経済学者や工学者、民間エコノミストを暗黙に想定している。加えて、事例につい

ても、筆者の専門である、環境政策、エネルギー政策の分野を用いている。本稿の議論は、他分野にお

いても同様に成り立つと考えられるが、その詳論については今後の課題としたい。  
5  宮川（ 1994）によれば、「政策科学」という言葉が初めて使用されたのは、 1951 年に出版されたスタ

ンフォード大学でのシンポジウムの報告書 The Policy Sciences （ Lerner and Lasswell ,  1951）におい

てであるという。  
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（公共）政策とは、何らかの価値理念をもとに、社会の状態を「望ましい」方向

に変化させようとするものである。例えば、環境政策の目的は、一般的に環境問題

の改善であると考えられる。だが、環境問題は本質的に価値の衝突を含んだ問題で

ある。環境問題は「善いこと」（環境保護）と「悪いこと」（環境汚染）の対立とい

った単純な問題と考えられがちであるが、決してそうではない。多くの場合、ある

価値理念（「善い」）と別の価値理念（「善い」）との間の対立なのである 6 。資源枯

渇・汚染などの環境問題は、いずれも人口の増加・経済成長といった我々の基本的

な価値・権利に対する制限を求める。一般に、環境保全という価値理念の追求は、

経済成長や雇用といった別の価値と衝突するのである。言うまでもなく、現実社会

で生活する個人はほとんどの場合生産に携わっている。個人的な嗜好（市民）とし

ては環境保護を支持する人であっても、彼女 /彼のもうひとつの社会的役割である生

産者としては、意識・無意識を問わず経済成長を志向せざるをえない場合も多い。

環境問題はまさにWeber(1919a)のいう「神々の間の永遠の争い」の場の典型例であ

るといえる。このような問題を解決することは決して容易ではない 7。  

こういった価値の衝突する複雑な問題に対して、ある価値理念を別の価値理念か

ら批判することはもちろん可能である。しかし、政策分析は、科学である以上、そ

ういった「神々の争い」ではなく、どのような価値理念をもつ人に対しても普遍的

に妥当する事実認識を追求するものであることは言うまでもない。それでは、政策

分析はこのような問題に対してどのような貢献ができる、または期待されているの

であろうか。政策科学の役割として、Weber(1904)は以下のように述べている。  

 

①  目的（ある価値理念）に対する手段の適合度の評価。つまり、ある目的とそのた

めの政策手段が与えられた場合、その政策手段がどの程度その目的に適している

か、という問いに答えることである。そして、仮にある目的を達成するための適

切な政策手段が存在しない場合、その目的（価値理念）は実行不可能なものとさ

れ、目的自体が（間接的に）批判されることになる。  

 

②  政策の副次的影響の予測・評価。つまり、政策がその意図した結果以外に、どの

ような随伴結果をもたらすのか、という問いに答えることである。一般的に、政

                                                   
6  もちろん、こういったトレードオフの関係ではなくて、ウィン―ウィンの場合、すなわち、環境保全が

ネガティブな副次的影響をなんらもたらさない場合も考えられる。  
7  こういった意味で、とにかく環境保護、といういわゆる環境主義者の主張は一面的であるといえる。し

かし、 Hahn(2000)は、このような複雑なトレードオフ関係を捨象して環境保護のみを高らかに主張して
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策の導入は、意図した（望ましい）効果だけでなく、意図しない随伴結果をもた

らすことがほとんどである。随伴結果は経済社会に望ましいもの、望ましくない

ものの双方がありうる。仮にある政策を導入した時に望ましくない随伴結果も予

想される場合に、その政策を導入すべきか否か。政策科学は、こういった政策決

定のための材料提供を行う。  

 

③  分析を通じ、政策目的の根底にある価値観・理念を人々、政策担当者にはっきり

させて、それに対して批判的評価を行うことを可能にさせる。  

 

Weber は、①と②の役割を、価値判断の問題に対する技術的批判と呼んでいる。

環境政策を例にとれば、仮に、環境保護、すなわち二酸化炭素排出量削減を目的（価

値理念）として環境税（炭素税）という手段を導入するとする。そして、その導入

が我が国にいかなる影響を与えるかについての政策分析を行ったとする。その場合、

政策分析の役割は、環境税（炭素税）が二酸化炭素排出量の削減にどの程度有効で

あるのか、また、環境税の随伴結果（例えば、家計への逆進的影響）の評価とその

比較考慮、となる。前者が①の役割、後者が②の役割に対応している。  

しかし、この場合、二酸化炭素排出量削減という目的（価値理念）自体の善し悪

しは、政策分析の直接の対象ではない。①にあるように適切な手段の有無、②にあ

るように副次的影響の有無や程度等を示し、③にあるように、人々や政策担当者に

目的（価値理念）を熟慮、場合によっては再考させることができるのみである。  

半面、Weber と異なり、経済学者である Friedman は政策分析の役割についてよ

り楽観的であり、以下のように述べている（Friedman, 1953, 邦訳 p.5）。  

 

公平な市民のあいだにみられる経済政策についての意見の差異は、主とし

て基礎的価値についての基本的差異、つまり、人びとが究極的には戦う以

外にはない差異よりはむしろ行動の経済的結果についての予測の差異―そ

れらの差異は、原理的には、実証的経済学の進歩によって取り除くことが

できる―から主として生じている。  

 

つまり彼によれば、人々の間の意見の相違は、多くの場合、目的や価値観の違い

                                                                                                                                                               
きたことにより、環境主義は人々の広範な支持を得られたのだと指摘している。  
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（「神々の争い」）ではなく、結果の予想の違いに起因している。もし事実そうなら

ば、問題は技術面に限定されることになり、価値が対立する場合よりも、その解決

は容易となる。そして政策分析が、望ましい政策の決定により大きく寄与すること

ができることになる。確かに、多くの経済分析においては、経済成長や経済効率性

が、明示的ないしは暗黙的に、目的（価値理念）として設定されているため、Friedman

の主張がかなりの程度当てはまるようにみえる。  

いずれにせよ、政策分析の役割は、対象となる政策が我々の経済社会にどのよう

な影響を与えるかについての展望・ヴィジョンをできるだけ明確に示すことにある。

もちろんヴィジョンは、あくまで実際の行動のための準備作業にすぎず、行動なき

ヴィジョンは（究極的には）無意味である。しかし、ヴィジョンなき行動は盲目で

ある。そもそも政策導入の効果、その副次的影響などの予測がある程度明確に示さ

れていないと、多くの選択肢のなかから望ましいものを選ぶこともできないし、政

策を導入する際に必要な人々の理解を得ることもできないであろう。さらにヴィジ

ョンを示す際には、定性的な分析だけでなく、定量的な分析をも行う方が望ましい

ことは言うまでもない 8。  

 

3. 「理論モデル」の有用性  

 次に本章では、政策分析に用いられる「理論モデル」 9 について考えてみたい。

理論モデルとはいかなるもので、どのように現実と関わっているのであろうか。ま

たどのような限界を持っているのであろうか。  

理論モデルは、複雑で絶えず変転する現実を理解するために、現実をある特定の

観点から、ある意味ではむりやり、抽象化したものである。現実は我々の理解力を

超えるものであり、どれだけ対象を狭く限定したところで、現実を完全に理解、記

述することは不可能である。そもそも我々は現実そのものを模写できるわけではな

く、それをある特定の視点から抽象化（デフォルメ）して構成できるだけである。

現実をあるがままにとらえるなどということは不可能であって、それは比喩以上の

ものを意味しない。我々は常に、また必然的に、ある特定の問題関心から理論モデ

ルを構築・利用するのである。そのため、理論モデルは現実そのものではなく、研

                                                   
8  Pigou(1932,  邦訳Ⅰ p.9)によれば、「実践の指導を十分にするには、単に質的だけでなく、量的な分析

をも行う能力が必要である」。  
9  ここでは「理論モデル」という言葉を広い意味で用いており、「仮説」、「概念体系」のことである。も

ちろん解析モデル、実証モデルなどすべてを含む。詳しくは、Schumpeter(1954)  第一編などを参照のこ

と。  
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究者個人や社会の関心と密接に結びついたものである 10。  

理論モデルを用いて分析を行う意味、つまり理論モデルの有用性は、大きく分け

て以下の二つであると考えられる。  

 

①思考のための道具  

理論モデルは、複雑な現実を単純かつ明瞭に理解するために非常に有用である。

「事実を観察すること」自体はもちろん重要であるものの、「事実」に枠をはめ、推

論を加えていくことによって、我々は有用な含意を得ることができる。そもそも広

い意味での理論モデルなしには問題の定式化すらできないのである。さらに、理論

モデルを用いることで、推論の正しさやその論理的整合性を明確にすることができ

る 11 。理論モデルは、議論の論理的整理のためにも役立つ（「整理体系」）。実際の

ところ、我々はこういった単純化された図式やモデルなしには、何事をも全くのと

ころなしえないのである（Schumpeter, 1954, 邦訳第１巻p.28）。  

これらは、理論モデルの思考ツールとしての有用性を表している。理論モデルは、

Weber(1904,1913,1921)の言葉でいえば「理念型」 12 、Schumpeter(1954) の言葉

でいえば、「道具箱」である。またHicks(1969, 邦訳pp.77-78)は、理論モデルの有

用性について以下のように述べている。  

 

モデルを用いるとき、われわれはそれが個々の歴史的事象の中において実際

に起こっていること、ないし起こったことを叙述しているとは考えないわけ

である。それは「代表的な」場合であって、個別的な事柄はそれぞれの理由

のために、それからは乖離していると考えられねばならない。しかし、モデ

ルからの乖離が見出されると、モデルによってわれわれは「何故」という疑

問を発するように仕向けられる。もしよいモデルであるならば、「何故」とい

う疑問は（常ではないにしても）興味ある問いとなろう 13。  

                                                   
1 0  そもそも理論なくしては観察すらできない。「資本」、「労働」や「交換」を思い起こしてみればよい。

「なんらかの対象について考える前に、その対象を見たり観察したりすることができないということは、

社会科学の場合の方が、自然科学におけるよりもより明白ですらある。なぜなら、社会科学の大部分の

諸 対 象 ― そ の す べ て で は な い に し て も ― が 、 抽 象 的 な 諸 対 象 で あ り 、 理 論 的 な 構 成 体 だ か ら で あ る 」

（ Popper,  1957,  邦訳 p.204）。いわゆる「純粋な観察」などというものはなく、「ありのままの事実」を

見ることは不可能である。さらに、すべての観察は「理論負荷的」であるという考えは自然科学の分野

においても主流である（例えば、 Hanson(1958)や Popper(1959)を参照）。  
1 1  数学的手法の有用性もまさにこの点にある。もちろん、科学的研究はすべて論理的推論に基づいてい

るし、また基づいていなければならない。単に数学的手法の方が、論理的整合性の点で間違いをおかす

可能性が低いというだけである。  
1 2  厳密に言えば、後期 Weber の「理念型」概念に近い。「理念型」概念の変遷については、Mommsen(1974,  
邦訳第七章 )、山之内（ 1993,  第二章）などを参照。  
1 3  これは Popper(1957,  邦訳 pp.212-213)の「ゼロ方法」と同じ考え方である。「『ゼロ方法』というの
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本側面からいえば、理論モデルは必ずしも経験的事実と結びつく必要はない。そ

れ は 、 再 び 、 Weber(1904) の 言 葉 で い え ば 「 純 然 た る 理 想 上 の 極 限 概 念 」、

Schumpeter(1954) の 言 葉 で い え ば 、「 恣 意 的 な 創 造 物 」 な の で あ る 。 さ ら に

Hicks(1983)は、経済学は科学ではなく思考訓練であり現実的である必要はないと

まで述べている。  

 

②予測（説明）のための道具 14 

これは、経済学方法論において、Friedman(1953)以来、ある意味で支配的な考え

方である 15。  

 

理論は、それを実質的な仮説のあつまりとみなすならば“説明”しようとす

る現象のあつまりにたいしてどの程度それが予測能力をもつかにしたがって

判断されるべきである（Friedman, 1953, 邦訳 pp.8-9）。   

 

ここでは、理論モデルの有用性は、過去および将来の現象をどれだけ正確に予測

（説明）できるかによって判断される。つまり、理論モデルはその結果を経験的に

テストすることでその有用性を判断されるのである 16。ただし、理論モデルの有用

性をテストするための「現象」自体も、ある概念を通して構成されたものであり、

現実そのものではないことに留意する必要がある。すなわち、理論モデルの妥当性

を担保してくれる「現象」も決して実在そのものではなく、理論負荷的なものにす

ぎない。  

そして、Friedman(1953)の言うように、仮定の経験的テスト、つまり仮定の現実

                                                                                                                                                               
は、介在する諸個人がすべてまったき合理性をもつという仮定（そしておそらく、十全な情報をもつと

いう仮定）の上にモデルを構築して、人々の現実の行動がそのモデルの行動とどれほど偏差するかを、

一種のゼロ座標として後者を用いながら評価する方法」である。Weber(1904)も「理念型」の意義につい

て同様のことを述べている。  
1 4  本稿では、Popper(1959)や  Hempel(1965)らに従い、「予測」と「説明」を論理構造的に同じものだと

考える。つまり、モデルで説明されるべき事象が既知である場合には「説明」、未知のときは「予測」と

考える。「過去の説明と将来の予測は別の操作でなく、ただ方向は逆であるが同じ操作なのである」

（ Marshall ,  1961,  邦訳Ⅰ p.192）。そのためここでいう「予測」は必ずしも将来を対象としたものに限ら

ない。  
1 5  ただし、 Friedman の方法論について、経済学方法論研究者の間で評価が定まっているわけではない。

例えば、Blaug(1978)は彼を「経済学に応用され歪曲された」ポパー主義者、Boland(1979)は「道具主義

者」、 Caldwel l(1982)は「方法論的道具主義者」であると主張している。  
1 6「経験的テスト」のやり方としては、 (洗練された )ポパー流反証主義者の「験証（ Corroboration）」や

論理経験主義者の「確証 (Confirmation)」など様々な立場がありうる。これらについては本稿の範囲を超

えるため議論しない。興味がある読者は、Popper(1959)、Lakatos(1978)、Blaug(1992)、Caldwell (1982)
などを参照のこと。  
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性は要求されない。「理論の“仮定”について問わるべき適切な問題は、それらの仮

定が記述的に“現実的”であるかどうかではなく、というのはそれらは決して現実

的ではないからであり、当面の目的にとってそれらの仮定がじゅうぶんに良好な近

似であるかどうかということである」（Friedman, 1953, 邦訳p.15） 17。この点に

ついては、Machlup(1978)なども同様の立場である。  

以上、「理論モデル」の有用性を道具としてのそれから考えてみた。ここでは、理

論モデルの価値をプラグマティックに理解しようとした。このような考え方を是と

すると以下のような示唆が得られる。第一に、「理論モデル」を現実そのもの、疑い

得ない「真理」であると考えるべきではない。Popper(1957)をはじめ多くの論者が

指摘するように、研究者は自分の扱っている理論モデルを具体的な事物、すなわち

現実そのものと勘違いしがちである。実際には、モデルは認識に限界がある人間が

構築した「理念型」にすぎない。それを現実そのものと混同する危険については、

多くの論者が指摘するとおりである。理論モデルの分析力を過信してそれを無理に

現実にあてはめようとすれば現実の複雑さを過小評価して「プロクルステスの寝台」

に陥ってしまう。著名な「リカードウの悪弊（ Ricardian Vice）」（ Schumpeter, 

1954）と呼ばれるものもほぼ同様のことである。Marshall(1961, 邦訳Ⅰ p.199)も

言う。「リカルドの研究方法に示された原理ではなくて、かれが導きだした特定の結

論に注目があつめられ、これがドグマとなり、異なった時代異なった所の状態に乱

暴にも適用されるようになって、これらはほとんど有害無益のものとなった。リカ

ルドの思索は無器用な人々が扱うとその指をきずつけやすい鋭利なのみのようなも

のである」。  

政策分析の結果は実際の社会生活に甚大な影響を与えうる。Keynes(1936)の言葉

を出すまでもなく、経済学者の思想は、それが正しい場合にも間違っている場合に

も、考えられている以上に強力なものである。政策科学者は、こういった「理論信

仰」に陥らないように、純粋理論研究を行う者以上に注意すべきであろう。  

第二に、道具としての観点から考えると、「理論モデル」を判断する際の基準とし

て、「単純さ」が重要になる 18 。経済学においては、複数の異なった理論モデルで

                                                   
1 7  Friedman の説は「仮定の無関係テーゼ (Irrelevance-of-Assumptions Thesis)」と呼ばれている。仮定

の現実性についても様々な意見がある。例えば、ハチソンなどは仮定に対しても経験的テストを行うべ

きだと主張する（ Hutchison,  1938）。他方、ロビンズ（ Robbins,  1935）などは、経済学の主要仮定をア

プリオリな真理であると考える。そして、それらの仮定から推論して得られる結論もまた自明の真実で

あると主張する。Walras やオーストリア学派も同様の立場をとる。これらの点については、Blaug(1992)、
Caldwell  (1982)などを参照のこと。  
1 8  理論モデルを判断する基準として、例えば Friedman(1953,  邦訳 p.10)は、「単純さ」、「正確さ」、「広

範囲性」、「豊穣さ」をあげている。  
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同じ結果を予測（説明）できることが多い。その際には、複雑なモデルよりも簡潔

にまとまっているモデルを選択すべきであろう。簡潔なモデルの方が、明瞭性も高

い。モデルを複雑にするのはそれによって得られる分析上の利点が大きい場合に限

るべきである。  

 

4． 「政策分析」と「政策科学者」  

本章では、政策分析と価値観との関係、また政策科学者はどのような姿勢で自ら

の研究に携わっていくべきなのか、について考察したい。政策分析においては、「理

論モデル」を用いて、将来の政策導入の影響を予測、評価する研究が多くみられる。

すなわち政策分析は、我々の将来の行為（政策）を「目的合理的」（Weber, 1921）

なものにするための判断材料となるべく行われているといえる。そしてこのような

事前分析は政策分析の重要な役割であると考えられている。我々は決してナイーブ

予測を好まない（鈴木 ,  1995） 19。たとえそれほど当てにならないと思っていても、

人は行動の際、何らかの根拠ある指針（理屈）を求めるのである。  

そして政策分析は、「科学的」作法に則って行うべきだとされる。つまり、政策科

学者は、自らの価値判断を含まない形で、あくまで「客観的」に分析を行う必要が

あると考えられているのである。Friedman は、J.N. Keynes(1917)の言葉を参照し

つつ、以下のように述べる。  

 

原理的には
．．．．．

、実証的経済学はどんな特定の倫理的立場や規範的判断からも独

立している。ケインズがいうとおり、それは“かくあること”を扱うもので

あって、“あるべきこと”を扱うものではない（Friedman, 1953, 邦訳 p.4, 傍

点は筆者）。  

 

 以上の言明は確かに原理的には
．．．．．

問題ない。理論モデルすなわち推論の展開自体は、

論理構造上トートロジー（同義反復）にすぎず、確かに我々の価値観から独立して

いる。しかし、彼自身も認めているように、実際には
．．．．

実証分析にも価値判断は影響

すると考えられる。以下、この話題について考えてみたい。  

研究を始める際、まず我々は、現実から、我々自身の関心に沿って、特定の研究

対象、すなわち対象となる問題を選択する。現実から「問題」を生み出すのは我々

                                                   
1 9  ここでナイーブ予測とは、無条件に将来を過去と全く同じであると予測することである。  
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の価値観であり、自身の興味からであれ、また他人の価値観に基づいたものであれ、

それは同じことである。次に、我々は分析に用いる理論モデルの構築、選択を行う。

前述したように、理論モデルはある特定の観点（価値観）から現実を抽象化（デフ

ォルメ）したものである。そのため、理論家による理論モデルの構築、また同じこ

とであるが実証家による理論モデルの選択は必然的に価値負荷的な行為である。  

ただし以上の行為は人々のよく意識するところであり、問題はそれほど深刻でな

いと考えられる。より重要なのは、理論モデルから得た結果を解釈して現実へと適

用する際であろう。現実のある側面を抽象化して得られた結果を再び具体的な現実

に関連づけるためには、その結果を現実の他の諸側面と総合して勘案する必要があ

る。同義反復的（トートロジカル）な分析行為（諸仮定からの論理展開）とは違い、

総合は著しく価値負荷的な行為である。加えて政策科学の場合、問題に対して政策

勧告を行う場合も多い。その場合、必然的に説得的性格が強くなる。  

つまり、道具としての理論モデルがそれ自体では価値中立であったとしても、そ

れが実際に利用され社会と接点をもつ以上、その行為は必然的に価値負荷的なもの

に転じてしまうのである。政策科学は、特にその問題が当てはまる分野である。問

題の設定、モデルの選択、結果の解釈すべてに自らの価値観が大きく影響するので

ある 20。Schumpeter(1954, 邦訳p.70)が指摘するように、不偏不党をうそぶく知識

人は「偏見の塊以外のなにものでもない」。「価値中立」の地へ到達するための「非

常梯子」なるものは存在しないのである。  

もちろん規範的には、政策科学者は自らの価値判断を学問的研究からできるだけ

区別しようとしなければならない。この努力を怠ることは科学者たらんとコミット

している者としては許されない。しかし、以上のような状況を無視して、政策科学

の「価値中立」を単純に信じ込む態度は、前に述べた「理論信仰」への一里塚とな

りうる。我々は、自らの価値理念がいかなるものであるかをしっかりと意識して、

研究を行う際、事実判断と価値判断を明確に区別しようとする不断の努力が必要で

ある。  

とはいえ、科学的客観性とは没価値のことではない。逆説的だが、「客観的で、価

値自由な科学者は、理想的な科学者ではない」かもしれない（Popper, 1984, 邦訳

p.129）。研究の質は、科学者の主体的な価値付け（興味）に深く基づいている。研

究者の価値理念は研究のためにむしろ必要不可欠でさえある。我々のもつ「ヴィジ

                                                   
2 0  科学的態度自体もひとつの価値である。科学は有用な知識を増大させるための手段にすぎず、その存

立基盤は我々の価値判断である。例えば、 Weber(1904)、 Popper(1984,  第五章 )、 Blaug(1978,  ch.16)な
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ョン」こそがよい研究を生み出すのである（Schumpeter, 1954, 邦訳p.79）。科学

者は、「認識と価値判断とを区別する能力、事実の真理を直視する科学の義務と、自

分自身の理想を擁護する実践的義務とを、双方を区別し、緊張関係に置きながら、

ともに果たす」ことに習熟しなければならないのである（Weber, 1904, 邦訳p.43）

21。  

科学的分析とは我々自身や先達の創造物との絶えざる闘争である（Schumpeter, 

1954, 邦訳 p.6）。まさに、精神と精神との戦いなのである。我々はこういった科学

の営みに主体的に関わっていく必要がある。しかし最近では科学の「制度化」に伴

って、研究自体が「ルーティン」化する傾向がますます強まっているといわれる（廣

重 , 2003 等）。すなわち「制度化」により研究の仕方が固定化し、「何のための科学

か」という観点が希薄化、科学者自身が自己目的化された業績生産のための「道具」

と化しているというのである。研究者の主体性喪失（「精神のない専門人」、「実際人」）

の危機である。言うまでもないが、研究者は、自分の価値観を大切にして、研究に

対してできるかぎり主体的、意欲的に関わらなければならない。  

そして政策科学者は、研究成果を社会に公表してその是非を問う以上、自らの価

値付けに対して「責任」をもつ必要がある。政策の導入は、ほとんどの場合、利益

を受けるもの（Winner）と損をするもの（Loser）の双方を生みだす。こういった

意味で、政策の決定とは「神々の争い」（Weber, 1919a）の地であり、まさに、あ

る世界観（例えば経済効率性）とある世界観（例えば平等）との衝突の場となる。  

確かに、そうした政策の決定自体は政策担当者、ひいては主権者である国民が行

う問題であり、政策科学者が決めるものではない。政策科学者の仕事はあくまで政

策決定のための材料作りであると考えられている。  

しかし現代社会においては、政策決定の際、多くの専門的能力や知識を必要とす

る。そのため、これらの知識や能力を所有する専門家、政策科学者が政策決定プロ

セスにおいて重大な権力をもつに至る。科学者と政治家というきれいな分業論は、

政治プロセスの理想化と道徳的問題の過度の単純化に基づくものであるに過ぎない

（宮川 ,  1994, 1997）。政策に携わる以上、程度の違いはあれ、政策科学者の行動は

                                                                                                                                                               
どを参照。  
2 1  これと関連して、例えば Pigou(1932,  邦訳Ⅰ p.5)は次のように述べている。「カーライルは断言して曰

く、驚異は哲学の初めであると。しかし経済学の初めは驚異でなく、むしろ陋巷の汚穢と凋萎した生活

の陰鬱とに憤る社会的熱情なのである。他の学問分野は措くとしても、ここでは、コントの偉大な言葉

が適切である。『われわれの問題を暗示するのは情の任務であり、それを解決するのは知の任務である。

…知が第一に適当せる唯一の位置は社会的同情心の僕婢たることである』」。  
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常に何らかの意味で政治的行動を含んでしまうのである 22。完全な価値中立の立場

が存在しえない以上、政策科学者は自分の研究が社会に影響を与える、いや与えて

しまう責任を「客観性」や「科学性」を盾に拒否したり転嫁したりすることはでき

ない。つまり、政策科学者も、科学者としての純粋な心情から科学的作法に基づい

て適切に行為する（「心情倫理」）だけでなく、自らの研究成果が社会に与える結果

に対して責任をもつ必要がある（「責任倫理」）（Weber, 1919b） 23。政策分析に関

わるものは、常に、自らの研究が加担している価値理念を意識して、自分の分析結

果が社会にもたらす影響、特に政策Loserの境遇を努めて「理解」しようとする必

要がある。  

これらの点については、研究のもとになる情報（仮定やモデル構造など）を十分

に開示すればよいとの意見もありうる。しかし、それで研究者の責任が回避される

わけではない。現在では、科学の専門化、細分化が進み、情報や知識の共有が科学

者共同体内でも不可能になりつつある。まさに「隣の人は何する人ぞ」である。そ

もそも他人の研究を十分に理解するためには膨大な時間と労力が必要である（だか

ら専門化が進んでいるのである）。そのため、実際のところ、研究結果の意味解釈は

必然的にその研究を行った者の価値付けに大きく依存せざるをえない。それを考え

ると、政策科学者が「科学性」を錦の御旗にして、自分の研究結果の社会的影響に

対して無責任でいることは全く正当化できない。研究者はこのような宿命を意識し、

自らの研究に対して、ひとりの主体的人間として倫理的責任をもつ必要がある。  

ここまで研究者の主体性が重要であることを強調してきた。しかし、もちろん独

我論になってはいけない。Popper の言葉が参考になる。  

 

私が「真の合理主義」と呼ぶのは、ソクラテスの合理主義である。この合理

主義を成立させているのは、自分が様々に制約されていることへの意識であ

り、自分たちがしばしば誤りを犯すということ、ならびに、誤ったというこ

とを知るのにさえ他人に大きく依存していることを知っている者の知的謙虚

さである。それはまた、われわれが理性に過度の期待を抱くべきではないこ

と、ならびに、論証が学習の唯一の手段―鮮明に見てとる手段ではなく、以

                                                   
2 2  Hahn(2000)は、経済学者が政策決定に影響を与えるルートとして、①研究、②教育、③政治的実践の

三つをあげている。  
2 3  Weber(1919b,  邦訳 pp.89-90)によれば、心情倫理家は、自らの心情の純粋さのみに価値をおく。その

ため、純粋な心情から行った行為の結果が悪かった場合、その責任は自分でなく世間や他人の愚かさに

あると考える（「キリスト者は正しきをおこない、結果を神に委ねる」）。半面、責任倫理家は、人間の不

完全性を前提として、予見しうる結果の責任は自らにあると考える。なお、結果の予見可能性と責任の
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前よりは鮮明に見てとるための手段―であるにせよ、論証が問題を最終的に

解決することはほとんどないということ、これらの点の自覚である（Popper, 

1950, 邦訳第二部 pp.209-210）。  

 

5. おわりに 

以上、政策分析の役割、理論モデルの特質、政策分析と政策科学者の在り方につ

いて、それぞれ考察してきた。最後に、これまでの考察を踏まえて、政策分析にお

ける「倫理」、実際には或る政策科学者の格言（Maxim）を、あくまで一例にすぎ

ないが提案してみたい。  

 

①可謬主義をとる  

理論モデルを実体化せず、常に誤りうることを意識する。どのような理論モデル

も「現実」や「真理」そのものではなく、恣意的なものにすぎない。ある理論モデ

ルを疑い得ない「真理」であると信奉してしまうと、その理論モデルを用いた分析

結果が現実と合わない場合がでてきても、そのモデル、結果に固執してしまう。そ

して、そのモデルを擁護するため、新たな補助仮説の追加（法則の変更）、データの

修正（初期条件の変更）などを行い続けることになる（いわゆる「免疫化戦略」で

ある）。可謬主義をとることで、研究者間の建設的な議論もはじめて可能になると考

えられる。  

Popper は理論に対して絶対的信頼ではなく相対的信頼を寄せるべきだとした。  

 

科学は岩底に基盤をおくものではない。科学理論の大胆な構築物は、いわば

沼地の上に聳え立っているのである。それは杭の上に直立している建物のよ

うなものである。杭は上から沼地のなかに打込まれるが、いかなる自然的な

または「既定の」基盤にも達しない。そしてわれわれがより深い層に杭を打

込もうとする企てをやめる時でも、それはわれわれが堅固な基礎に達したか

らではない。われわれはただ、少なくとも差し当たっては、杭が構築物を支

えるに足るほど堅固だと満足するときに、ストップするだけなのである

（Popper, 1959, 邦訳p.139） 24。  

 

                                                                                                                                                               
程度との関係については、詳論が必要であるが、今後の課題としたい。  
2 4  これはいわゆる「沼地の比喩」であるが、これとほぼ同様の内容をパースは 1898 年の連続講義で述べ
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②簡潔さを心掛ける  

理論モデルはある一面から現実を抽象化したものである。そういった意味でそれ

はあくまで仮説にすぎず、現実そのものではない。どれだけ理論モデルを一般化、

複雑化しようとしても、それは常に選択的なものであり、畢竟世界のごく一部分を

切り取った部分的なものにすぎないのである。  

我々は、仮定や推論を積み重ねて理論モデルを複雑にしていくうちに、それらの

もつ制約を忘れて、複雑なモデルイコール現実に近いもの、と錯覚しがちである。

特に、実証分析やシミュレーション分析の分野において、このような傾向が強いと

考えられる。しかし実際には、Marshall(1961, 邦訳Ⅲp.182)も指摘するように、「推

論をかさねいりくんだ論理的結論を求めていくと、実際生活の状態との関連を失っ

て」しまい、「実際上の仕事に役立つ用具というよりむしろ学問上の遊技となってし

まうおそれが多分にある」。  

政策分析では、解決すべき問題に焦点をあてて研究を行う必要がある。分析結果、

得られるインプリケーションがほとんど変わらないのなら、できるだけ簡潔なモデ

ルを構築、使用すべきであろう（「オッカムの剃刀」の原理）。  

 

③自らの価値理念の混入を自覚する 

政策科学において、「価値自由」とは、永遠に満たされない規範である。政策分析

においては、問題の設定、モデル・データの選択、結果の解釈すべてに研究者の主

観的な価値判断が影響する。そもそも科学者自身、なにかしらの価値を「意欲する

人間」である。科学者自身の価値観は研究プロセスのあらゆる点に忍び込む（宮川 ,  

1994）。各研究者が、自らのよって立つ基盤、そして研究に自らの価値判断が様々

な経路から関わっている事実をしっかりと自覚することで、はじめて価値理念の異

なる研究者間の建設的で有益な議論が可能になると考えられる 25。  

 

そもそも科学とは、研究者の問題関心をもとに、理論モデルを用いて、現実に対

する予測（説明）を行い、それを経験と照らし合わせながら、不断に修正していく

過程である。修正を行う対象は理論モデル、結果の解釈だけでなく、問題自体の理

解も含む。科学において受け入れられている命題はすべて暫定的なものにすぎない

のである。また、科学の過程においては、研究者の主体性、さらに研究者間や社会

                                                                                                                                                               
ている（ Peirce,  1992,  邦訳 p.81）。  
2 5  これは環境問題における異なるディシプリン間の議論に強く当てはまる。  
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における間主観的な議論が極めて重要である。まさに科学とは思考のための規範な

のである。このような考え方は、Popper(1972)の「問題解決図式」、Peirce(1960)

の「科学的探究」と軌を一にする。  

以上のことは、政策科学においても全く同様に当てはまる。政策科学者は、こう

いった果てしない知的探求過程（政策分析）に柔軟かつ真摯に臨む必要がある。も

ちろん本稿は、政策分析における倫理を包括的に扱ったものではなく、また、或る

政策科学者の価値理念に基づく一つの考え方にすぎない。本稿の議論がさらなる考

察のための一つの出発点になれば幸いである。  
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